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研究成果の概要（和文）：自然災害による経済被害は世界的に増加傾向にある。事前に自然災害の経済被害を評価し、
適切な経済被害対策を講じることはますます重要となりつつある。経済被害の推定モデルの中でも、応用一般均衡モデ
ルは非常に有力なモデルである。しかしながら、応用一般均衡モデルにおける代替の弾力性のパラメータ値等が統計学
的に推定されていない等の批判が存在する。本研究では災害の経済被害推定に適した応用一般均衡モデルを、全国47都
道府県間動的応用一般均衡モデルとして開発した。同モデルの特徴は、代替の弾力性の値が東日本大震災の経済影響を
再現できるようカリブレートされている点にある。経済影響の再現性は短期と長期で評価した。

研究成果の概要（英文）：As economic losses caused by natural disasters increase, assessing the economic 
impact of a future possible natural disaster is becoming more and more important. A computable general 
equilibrium (CGE) model is a strong candidate for such an assessment. The study develops a 
recursive-dynamic multiregional CGE model for Japan and then calibrates a set of substitution parameters 
for this model. A heuristic method is employed for the calibration, in which the substitution parameters 
in the CGE model are adjusted so as to reproduce the actual economic impacts of the 2011 Great East Japan 
earthquake.

研究分野：経済シミュレーション分析

キーワード： 自然災害　経済被害　応用一般均衡モデル

  ３版
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１．研究開始当初の背景 

南海トラフ巨大地震や首都直下地震の経

済被害が懸念される一方、経済被害の定義や

計測手法に関わる研究蓄積は不十分である。

特に現代の製造業のサプライチェーンは複

雑かつ広域に展開され、ある地域の経済被害

は世界中に伝播する。また経済被害の規模や

あり様は被災地の復興にも影響をもたらす。

日本等の先進諸国では、経済被害を旺盛な経

済成長力で埋め合わす事は期待できず、放置

した場合には被害の長期化や拡大につなが

る恐れもある。そのため発災前後で経済被害

対策を適切に実施する必要がある。 

 
２．研究の目的 

経済被害対策を考えるにあたり、自然災害

の経済被害を定量的にシミュレーションす

る手法を開発する必要がある。本研究の目的

は災害の経済被害シミュレーション手法を

経済モデルである多地域動的応用一般均衡

モデルをベースに開発することにある。 

 
３．研究の方法 

応用一般均衡モデルは、現実の経済を非線

形連立方程式としてモデル化する。未知変数

は財の購入量や価格といった経済的な変数

である。標準的な多地域動的応用一般均衡モ

デルは、空間的には複数の地域が存在し、各

地域には代表的家計と複数の産業が存在す

る。代表的家計は労働や資本ストックを産業

に提供し、その報酬として消費財を獲得する。

地域間は財の輸出入や移出入によりつなが

っている。時間的には、資本ストックや人口、

技術水準が変化することにより、経済的変数

も時間を通じ変化する。資本ストックは家計

の貯蓄を原資とする投資により増加すると

モデル化することが一般的である。応用一般

均衡モデルの数値解を求めるにあたり、関数

の特定化とパラメータ値が必要である。関数

の 特 定 化 に つ い て は CES （ Constant 

Elasticity of Substitution）関数が標準的

に用いられ、パラメータ値は産業連関表等を

用いてカリブレーションされる。本研究では、

災害の経済影響を整合的かつ包括的に評価

できる多地域動学応用一般均衡モデルの研

究開発を行った。後述する通り、東日本大震

災の再現研究を通してモデルの精緻化を進

め、将来発生し得る巨大自然災害の経済影響

を評価できるモデル開発を行った。 

災害の経済被害シミュレーションの課題

は、応用一般均衡モデルの開発だけではない。

発災直後のショック（入力値）をどのように

応用一般均衡モデルという経済モデルに入

れ込むかという点にある。この課題を解決す

るため、地震ハザード側からの情報と経済モ

デル側からの情報を接合させるインターフ

ェース構築の研究を進めた。具体的には、自

然科学の知見である地震動や津波浸水に関

する情報（地震ハザード）と、ハザードの暴

露対象（主要インフラや生産設備）に関する

情報を整備し、ハザードに対する暴露対象の

脆弱性を、地震ハザードと生産能力の損失の

関係を示すフラジリティ曲線を構築する研

究である。フラジリティ曲線が地震ハザード

の情報と多地域動学応用一般均衡モデルを

接続する。本研究では東日本大震災で被災し

た 1200 以上の事業所のサンプルを用いて、

立地箇所の震度と操業停止日数の関係を統

計学的に分析し、フラジリティ曲線の推定研

究を進めた。 

 

４．研究成果 

本研究では災害分析に適した全国 47 都道

府県間動的応用一般均衡モデルを開発した。

以下では同モデルの説明および同モデルに

よる東日本大震災の経済影響の再現研究に

ついて紹介する。 

まず、全国 47 都道府県間動的応用一般均

衡モデルにおける生産部門について説明す

る。生産関数は入れ子型 CES(Constant 

Elasticity of Substitution)関数によりモ

デル化している。図-1 で生産関数の構造を説 
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図-1 生産関数の構造 

表-1 モデルの産業分類 

1. 農林水産業 11. 一般機器 

2. 飲料食品 12. 電気機械 

3. 繊維・衣服 13. 電子部品 

4. パルプ・製紙 14. 自動車 

5. 印刷・出版 15. 船舶（造船） 

6. 化学製品 16. その他の輸送機

器 

7. 石油・石炭製品 17. 精密機器 

8. プラスチック・ゴ

ム製品  

18. 建設 

9. 窯業・土石 19. 電力・ガス・水道 

10. 金属製品 20. サービス業 

 

明する。図中で水平線で結合されている各種

の中間投入財および労働と資本（資本サービ

スもしくは資本用益）の結合物としての付加

価値は CES 型関数の特殊型である Leontief

型関数によって結合されている。これは中間

投入財間および中間投入財と付加価値の間

で代替が不可能であることを意味する。 一

方図中で弧状の線で結ばれている資本と労

働はそれらが互いに代替可能であることを

意味する。災害により工場や設備等の資本ス

トックが毀損した場合でも、その機能を労働

が一部代替できると仮定している。代替可能

性はCES型関数の代替の弾力性の値で表現さ

れている。なお本研究で開発した全国 47 都

道府県間動的応用一般均衡モデルでは、表-1

に示される 20 の生産部門が各都道府県で生

産活動および地域間交易を行っている。 
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図-2 効用関数の構造 

 

続いて、家計部門について説明する。家計

部門は各地域に1つずつ代表的家計として存

在する。本モデルの代表的家計の効用水準は、

労働以外に費やす時間、財・サービスの消費

そして貯蓄水準から構成される。標準的な一

般均衡モデルでは、労働以外に費やす時間を

余暇と解釈する場合が多いが、自然災害が発

生している状況では自宅避難とも解釈でき

る。家計部門も生産部門と同様に入れ子型

CES 関数でモデル化している（図-2 参照）。

入れ子型 CES 関数の最上段では余暇（自宅避

難）と「消費と貯蓄」の水準を CES 型関数で

合成している。なお余暇（自宅避難）と「消

費と貯蓄」の間の代替の弾力性の値について

は既往研究を参考にしている。「消費と貯蓄」

の水準は「消費」の水準と貯蓄の水準をコブ

＝ダグラス型関数で合成したもので測られ

る。コブ＝ダグラス型関数の性質から家計所

得の一定割合は貯蓄に充てられる。このこと

は本モデルの代表的家計は時間を通じた効

用水準の最大化、すなわち動的最適化行動は

とらないことを意味する。つまり将来を見据

えて今期の貯蓄額を決定するのではなく、毎

期の所得の一定割合が貯蓄にまわり、それが

次期の資本ストックの拡大につながるモデ

ルとなっている。「消費」の水準は「エネル

ギー財消費」の水準と「非エネルギー財消費」

の水準をCES型関数で合成したものとしてモ 
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図-3 地域間交易の構造 

デル化している。まず「エネルギー財消費」

は「石油・石炭製品」や「電力・ガス・熱水

道」といったエネルギー関連財の消費水準を

CES型関数で合成したものであり、「非エネル

ギー財消費」は「飲食料品」や「サービス」

等のエネルギー財以外の消費水準をCES型関

数で合成したものである。エネルギー財と非

エネルギー財の間、エネルギー財間、非エネ

ルギー財間ではそれぞれ代替可能であり、代

替の弾力性の値はマサチューセッツ工科大

学で開発されるEmissions Predictions and 

Policy Analysis (EPPA)モデルを参考に決め

ている。 

図-3で示す通り、地域間交易も入れ子型

CES関数でモデル化している。2段の入れ子構

造となっており、下段では自地域で生産され

た財と国内の他地域で生産され自地域に移

入された同種の財がCES型関数によって合成

され「国産品」となる。上段で「国産品」は

同種の輸入財とCES型関数により合成され、

自地域内の中間投入や消費、投資向けの財に

なるとモデル化している。図中のσj
DDは地域

間交易の代替の弾力性である。σj
DMは国産品

と輸入品の間の代替の弾力性の値を示すが、

σj
DDの2倍と仮定する。 

本モデルの動学構造にはパティ-クレイ

（Putty-Clay）アプローチを採用している。

すなわち1期間では資本ストックは地域およ

び産業特殊的であり地域間および産業間を

移動しないと仮定する。各地域の各産業の資

本ストックの変化は時間を通じた減耗およ

び新規投資によって生じる。ある期の新規投

資分は収益率に応じて産業間に配分される。

一方で労働は地域と産業を摩擦なく移動で

きると仮定する。ただし人口そのものが移動

するわけではなく、賃金所得は初期の労働力

を保有する地域の代表的家計に帰属する。 

本研究の成果は東日本大震災の経済影響

を一定の精度で再現できる全国47都道府県

間応用一般均衡モデルを開発した点にある。

同モデルを用いることで、将来起こりうる巨

大自然災害の経済影響も推計することが可

能となる。 

図-4は応用一般均衡モデルによるシミュ

レーション結果と東日本大震災の際に現実

に観察された値の散布図である。横軸はモデ

ルのシミュレーション結果であるが、製造業

の生産額で重み付けした生産指数の、地震な

しケースに対する比率を示している。縦軸は

観察された値として季節調整済み鉱工業生

産指数の2011年3月の対前月比をとっている。

図-4の点はそれぞれの都道府県を示してお

り、点が45度線の直線上にあればあるほど、

シミュレーション結果が観察値に近いこと

を意味する。今回は切片を0とするの単回帰

式 yi=βxi+εi を想定し、βの値を最小二乗

法で推定した。ただし yiは現実に観察された

鉱工業生産指数の2011年3月対前月比、xiはシ

ミュレーション値の対地震なしケース比、εi

はモデルの推定誤差である。εiは正規分布に

従うと仮定する。推定の結果βの95％信頼区

間は下限0.821-上限1.094であり1を含む。こ

れより発災1ヶ月間という短期ではモデルは

現実を一定程度再現できている。 

続いて1年間を通じた変動について検討す

る。図-5から図-8は、北関東から東北の太平

洋側に位置する被災4県について、実際の鉱

工業生産指数とシミュレーション結果を比

較したものである。2011年3月期首に被災4県

の各産業の家計が保有する資本ストックを

実際の鉱工業生産指数の2011年3月対全月比

に応じて外生的に減少させた。そのため2011 
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図-4 シミュレーション結果と観測値 

 

図-5 岩手県の「工業生産」の推移 

 
図-6 宮城県の「工業生産」の推移 

 

図-7 福島県の「工業生産」の推移 

 

図-8 茨城県の「工業生産」の推移 

 
 

 

図-9 神奈川県の「工業生産」の推移 

 

図-10 静岡県の「工業生産」の推移 

 

図-11 愛知県の「工業生産」の推移 

 

図-12 大阪府の「工業生産」の推移 

 

年3月の生産活動については概ね再現できて

いる。なお図中の鉱工業生産指数の値は2011

年2月が100となるよう基準化している。2011

年4月以降は復旧投資が行われ生産活動が復

旧する。岩手県については概ね再現されてい

る。宮城県では2011年4月に鉱工業生産指数

の落ち込みが大きい。宮城県は工業地帯が津

波の被害を受けており、がれき処理等による

復旧の遅れが現実のデータに反映されてい

ると考えられる。 

地震被害として資本ストックの賦存量を



減らしていない地域、すなわちモデル上の非

被災地域についても工業生産の推移を確認

したい。図-9から図-12は工業製品出荷額の

大きい国内4府県の工業生産の推移を示して

いる。図-9の神奈川県では3月の落ち込みを

過小評価しているが、その後の回復について

は概ね再現している。図-10の静岡県は3月の

落ち込みとその後の回復について概ね再現

できている。図-11の愛知県ではシミュレー

ション結果と現実の鉱工業生産指数の間で

特徴的なかい離が見られる。東日本大震災の

際、愛知県の中心的産業である自動車産業は、

北関東の部品工場の被災により長期の操業

停止を余儀なくされた。モデルでは自動車部

門の地域間交易の代替の弾力性の値を他産

業に比べ小さく設定したものの、4月と5月に

およぶ生産の下落を再現できていない。大阪

については概ね再現できている。なお、年間

を通した評価を行う場合、観察されたデータ

には震災以外のショックも含まれる。今回は

観察値から震災の影響のみを抽出すること

は行っていない。 
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